「玉野市障害者基本計画（第４次）・障害福祉計画（第７期）・障害児福祉計画（第３期）（素案）」に関するパブリックコメントの意見について
１　実施期間　令和６年２月１日（木）～令和６年２月１６日（金）
２　閲覧場所　玉野市ホームページ、市役所２階情報公開室、各市民センター等行政情報コーナー
３　募集結果　本件のパブリックコメントの募集に対して、３名から意見が提出された。
４　パブリックコメント趣旨及び回答
	項目
	意見の概要
	意見に対する市の考え方

	１
	20ページのアンケートの有効回答率「42.6%」とあるが、半分以下の回答数でアンケートとして信頼性があるのか、またアンケートの質問で「困っていること」や「要望すること」で回答率の高かった内容について玉野市として対策があるのか? それを具体的に示してほしい。
	今回のアンケートの有効回答率は、前回と比べて、3.5％減少しました。回答率の向上に向けた取組は今後の課題と認識しています。一方で、一定の回答を得ており、その信頼性は損なわれないものと考えています。また、「困っていること」や「要望すること」については、計画の【現状と課題】に記載し、玉野市としての対策については【施策】で示しています。 



	２
	各基本方針を含め計画の目標についても「関係機関との連携」という言葉に集約されていて、具体的な方策が見て取れない。目標数値についても、どのような支援があって目標が達成に至ったのか、または何が不十分で目標達成に至らなかったのか検証した内容の記載が乏しい。 


	障害のある人やその家族を支援するためには、単独の機関が関わるだけでは、提供できる支援サービスの内容や量、そして継続性という点でも限界があります。今後も、関係機関が「連携」という方法により、質が高く持続性のある支援を提供し続けることで、各種施策に取り組んでいきます。目標数値の検証については、82ページ以降で、どのような活動で目標を達成したのか、また、何が不十分で目標達成に至らなかったのかを、成果目標の達成状況で記載しています。 



	３
	市内に就労移行支援事業所がないので、設置を検討するべきだ。
	就労移行支援については、市内の社会福祉法人に事業実施を働きかける等、行っておりますが、新規の利用が見込めないこともあり、現時点では、市内でサービス提供を行うことが困難です。61ページの（3）障害者雇用の情報提供及び啓発に記載しておりますが、今後、企業にハローワークの求職情報の提供、ハローワークと市の連携による同行紹介を強化することで、就労移行支援事業に事業者が参入しやすい体制整備を進めていきます。


	４
	障害者への医療支援に関する記載が不十分である。障害者が心おきなく利用できる医療体制を整えてほしい。
	障害者医療の項目については、53ページから55ページに記載しています。障害のある人が必要な時に適切な治療を受けられるように、市内の医療機関や保健福祉サービスの関係機関等による地域医療のネットワークづくりを推進します。また、障害のある人が心おきなく医療を利用できるよう、岡山県とも連携を図り、重度心身障害者医療費の助成、自立支援医療費の支給等により、医療費の自己負担部分の一部を助成することで、経済的負担の軽減を図ります。


	５
	障害者の「在宅避難」や「障害者本人宅の近隣に一時避難できる施設等」の支援も検討してほしい。
	災害時に自力避難が困難と予想される方については、個別にどこへ、どのように避難するか、避難に向けた計画の策定に努めます。これにより、在宅避難や自宅外に避難する場合の支援を行います。

	６
	58ページの障害者の社会参加について、すこやかセンターを利用しやすくなるように検討してほしい。
	過去には、障害者スポーツ大会を、すこやかセンターで開催していました。現在は、天候に左右されないこともありレクレセンターで開催していますが、すこやかセンターは交通の便も良く、障害のある方だけでなく地域の方も参加しやすかったとの声を聞いています。スポーツ大会も含め、障害者団体に聞き取りを行い、障害のある方の社会参加を検討します。 

	７
	タクシーチケット助成事業の利用が低調である。軽度の方でも利用可能にする等、障害のある方の社会参加を促進するため、使い方を再度検討してほしい。
	タクシーチケット助成事業は、シータクの乗り場まで行くことが困難な方を対象と考えており、軽度の方の利用は困難ですが、アンケート調査の結果によると、1乗車につき2枚しか利用できないことに不満な方が多かったこともあり、現在、利用方法の検討を行っています。

	８
	就労選択支援を計画に入れておくことが望ましい。 
	新たに創設されるサービスであるため、数値目標の設定は困難ですが、次のとおり障害福祉計画に盛り込みます。
【105ページに反映】 

数値目標は検討とし、見込量確保の方策として「就労選択支援については、新設事業となりますが、障害のある方が各人の能力や特性に応じた就労先に繋がるよう、事業所・行政・企業等との連携を図っていきます。」と記述します。 

	９
	障害者福祉の分野で人材不足が深刻になっている。相談員やヘルパーが他市に比べ少ない。広報や、学校の就労体験などで、福祉の仕事を案内して頂きたい。 
	アンケート調査の結果（素案30ページ）によると、居宅介護（ホームヘルプ）のニーズが高いことが判明しました。また、相談員についても、サービス利用者の増加に伴い、人材不足や業務負担の増加が課題となっており、今後、検討することとし、本文にも現状と課題を盛り込みます。 

	１０
	87ページの福祉施設の入所者の地域生活への移行について、重度グループホームをつくるのが良いが、地域の理解や日中に通う事業所も必要である。市内のグループホームで、空き室があると聞いた事もありもったいない。 
	障害があっても他の人と同じように、地域で普通に暮らすことは、人としての当然の権利です。日中に通う事業所や市内のグループホームに空き室があることについては、事業所に聞き取りを行い、対応を検討します。

	１１
	96ページで、行動援護の利用要件に該当しない人には代償となるサービスを検討するとなっているが、どの様なサービスを考えているか。移動支援は、単価が安く、提供事業所が増えないし、通院介助が、家から家でなく始点又は終点が家であれば通所の事業所からでも利用できる。
	行動援護の代替サービスは移動支援事業の利用を考えています。単価が安いことで提供事業所が増えない等の課題については、今後、他市の単価を比較して、今後、検討します。

	１２
	101ページで、就労移行支援を利用している人がいる。市外への通所と思うが、交通費の支援などを検討してほしい。
	就労移行支援を利用している方については、更生訓練を受けるために必要な文房具、参考書等の購入費及び通所のための費用（日額280円）を支給しています。今後も、事業を継続し支援を行います。

	１３
	短期入所（ショートステイ）の体制強化を図ってほしい。
	アンケート調査の結果（素案30ページ）によると、短期入所（ショートステイ）のニーズが高いことが判明しました。家族介護者の高齢化に伴い、利用者や利用日数の増加が見込まれます。緊急時の受入先としての利用も想定されるため、関係機関と連携し、体制の強化を図ります。

	１４
	精神障害のある方の地域移行が進んでないように感じる。地域の受け入れが悪い事が原因にあるなら、理解をして貰えるよう行政にも協力していただきたい。
	「広報たまの」やイベント、ホームページ、ポスターなどの媒体の活用や障害者週間を利用する等、市民の関心と理解を深めるための啓発活動を推進します。

	１５
	玉野市には、定時制の高校に通級指導教室があり、充実した支援をしてほしい。また、幼児から、小中高と切れ目のない支援を行ってほしい。 
	今後も通級指導教室による支援を行うとともに、素案70ページ「（6）切れ目のない支援体制の充実」のとおり記載しています。各園・各学校が、支援を必要とする子どもたちの指導上必要な情報や効果的な支援についてまとめた「共通支援シート」を就学前期から学齢期へと次のライフステージへ確実に引継ぎ、切れ目のない支援体制の構築を図ります。

	１６
	109ページの共同生活援助（グループホーム）について、「今後利用が高まっていくことが予想される」としているが、現状で利用ニーズに十分応えられるか。今後、グループホームや障害者支援施設・福祉施設など居住系サービスの施設整備はどのように取り組まれるのか。
	令和3年度から令和5年度にかけて実績も増えており、ご指摘の点を踏まえ、数値目標を、令和6年度は80人、令和7年度は83人、令和8年度は87人に修正することを検討します。居住系サービスの施設整備については、「施設から地域へ」という流れの中で、施設入所支援（障害者支援施設）については、87ページのとおり施設入所者数の削減を目指しますが、家族へ負担を強いることにならないよう、共同生活援助（グループホーム）の整備を推進します。


	１７
	132ページの放課後等デイサービスについて、本市の現状と、利用ニーズ、課題をどのように受けとめているのか。
	放課後等デイサービスの本市の現状として、中高生の受け入れ体制に課題があると考えており、本文の「見込み量確保の方策」にも掲載を検討します。アンケート調査の結果によると、「高3まで利用を継続したい」の割合が最も高いこともあり、ニーズに対応できるよう基盤の整備に努める必要があると受け止めています。 

【132ページ「見込み量確保の方策」に反映】 

「放課後等デイサービスの本市の現状として、中高生の受け入れ体制に課題があると考えており、今後、ニーズに対応できるよう、障害特性に応じた専門的な支援が提供されるよう、基盤の整備、質の確保に努めます。」と記述します。

	１８
	135ページの障害児相談支援の令和5年度の実績値(見込み)が、4年度に比べ64人減少している原因は何か。また、令和6年度から8年度までの必要な量の見込み(１か月当たり)として、第2期計画値より約100人程度減少しているが、何故か。
	ご指摘のとおりであり、引用データを誤っておりました。正しくは、令和3年度を245人、令和4年度を284人、令和5年度を270人と修正します。また、見込値を、令和6年度を323人、令和7年度を340人、令和8年度を357人に修正します。

	１９
	「計画の推進体制」及び「計画の進行管理」の項目が記載されていない。各年度における達成状況の調査・分析、評価のうえ、計画的に施策を推進していく必要があると思いますが、「計画の推進体制・進行管理」をなぜ記載していないのか。
	ご指摘を踏まえ計画の推進体制・進行管理を記載します。 

【9ページに反映】
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